
外来医療計画について

３ 策定時期等

○ 令和元年度中に策定し、令和２年度から５年度までの４年間が最初の計画期間。令和５年度以降は３年ごとに見直す。

（青森県保健医療計画：平成30年度～令和５年度までの６年間）

○ 二次医療圏単位での協議を行い、協議の場として、地域医療構想調整会議を活用。

１ 背景

○ 外来医療について、無床診療所の開設状況が都市部に偏っている等の課題に対し、地域ごとの外来医療機能の偏在等の客観的な

把握を可能とする情報を、新たに開業しようとしている医療関係者等に提供することで、個々の医師の行動変容を促し、偏在是正につな

げていく。

４ 外来医療計画のガイドラインの内容

（１）地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応

① 外来医療機能に関する情報の可視化

・外来医療機能の偏在・不足等の客観的な把握を行うために、診療所の医師の多寡を※１外来医師偏在指標として可視化。

・指標の上位33.3％に該当する二次医療圏を、

外来医師多数区域と設定。（本県該当なし）

② 新規開業希望者等に対する情報提供

・外来医師偏在指標及び外来医師多数区域である二次医療圏の情報や医療機関のマッピングに関する情報等。

③ 外来医療機能に関する協議

・二次医療圏ごとにどのような外来医療機能が不足しているか協議の場において協議。

検討すべき外来医療機能・・・夜間や休日等における初期救急医療の提供体制、在宅医療の提供体制、産業医、学校医、予防接種等

の公衆衛生に係る医療提供体制等

２ 策定根拠

○ 医療法第30条の４第１項に規定する医療計画に定める事項として、新たに「外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項」（以

下、「外来医療計画」という。）が追加。（平成31年４月１日施行）

資料５

外来医師偏在指標＝
標準化診療所医師数

（地域の人口／１０万×地域の標準化受療率比）×地域の診療所の外来患者対応割合
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４ 外来医療計画のガイドラインの内容（続き）

（２）医療機器の効率的な活用等について

① 医療機器の配置状況に関する情報の可視化
・地域の医療ニーズを踏まえ、地域ごとの医療機器の配置状況を※２医療機器の項目ごとに指標化し、可視化。

② 医療機器の保有状況等に関する情報提供

・国において病床機能報告に基づき医療機器を有する病院及び有床診療所のマッピングを行い、その情報を提供。

③ 区域ごとの共同利用の方針
・医療機器の項目ごと及び区域ごとに共同利用の方針を定める。
・外来医療計画策定後、医療機関が医療機器を購入又は更新する場合、当該医療機器の共同利用に係る計画（以下、「共同利用計画」
という）を作成し、協議の場において確認を行う。
・共同利用を行わない場合については、共同利用を行わない理由について、協議の場で確認。

④ 共同利用計画の記載事項とチェックのためのプロセス
・共同利用計画の記載事項
ａ．共同利用の相手方となる医療機関
ｂ．共同利用の対象とする医療機器
ｃ．保守、整備等の実施に関する方針（保守点検の年間計画における回数等の方針を記載）
ｄ．画像撮影等の検査機器については、画像情報及び画像診断情報の提供に関する方針
（提供方法（ネットワークの利用、デジタルデータ、紙ベース等）を記載）

・各医療機関の作成した共同利用計画の記載事項が、協議の場で決定した「共同利用の方針」に沿っ た記載事項になっているかどうかを
確認するプロセス。

※１ 医療ニーズ及び人口構成とその変化、患者の流出入、医師の性別・年齢分布、医師偏在の種別を勘案した人口１０万人対診療所医師数

の５要素を考慮して算定されたもの。

※２ ＣＴ（全てのマルチスライスＣＴ及びマルチスライスＣＴ以外のＣＴ）、ＭＲＩ（１．５テスラ未満、１．５テスラ以上３．０テスラ以上のＭＲＩ）、ＰＥＴ（ＰＥＴ及

びＰＥＴ－ＣＴ）、マンモグラフィ、放射線治療（リニアック及びガンマナイフ）に項目化の上、厚生労働省において算出。

調整人口当たり台数 ＝
地域の医療機器の台数

地域の人口／１０万 × 地域の標準化検査率比
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５ 外来医療計画の構成（案）

第１章 計画の基本的な考え方

１．計画の趣旨 ２．計画の位置付け ３．計画の期間 ４．計画の推進 ５．進行管理

第２章 地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応について

１．二次医療圏ごとの外来医師偏在指標を用いた外来医師多数区域の設定、 医療機関のマッピングに関する情報

２．外来医師多数区域において、新規開業者に求める事項

３．二次医療圏ごとの不足する外来医療機能の現状・課題、目標値

第３章 医療機器の効率的な活用について

１．二次医療圏ごとの医療機器の配置状況等に関する情報

２．二次医療圏ごとの共同利用の方針

３．共同利用計画の記載事項

４．チェックのためのプロセス

参考 協議の場における協議プロセス

６ 策定に向けた基本的な考え方

○ 本県の二次医療圏において、外来医師偏在指標の上位33.3％に該当する「外来医師多数区域」はない。

○ 外来医師偏在指標の設定に当たっての患者流出入の都道府県間調整については、国から示された調整基準に達していないことか

ら、調整不要として整理。

○ すべての二次医療圏において協議の場を設置の上、

「地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応」については、不足する外来医療機能について協議

「医療機器の効率的な活用」については、共同利用の方針、共同利用計画の記載内容を検討

することが主な内容。

○ 地域医療構想調整会議で外来医療計画素案を提示し協議を行うとともに、パブリックコメント及び医療審議会で意見聴取を経て策定。

（本県の対応）

外来医療計画 医師確保計画

医療法で定める
協議の場

地域医療構想調整会議で
協議

地域医療対策協議会で
協議

備考
地域医療対策協議会に

情報提供
地域医療構想調整会議に

情報提供
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平成３１年
４月

６月

７月

８月

９月

１０月

　　　　１１月

　　　　１２月

２年１月 ・パブコメ予定案件として常任委員会報告

２月

３月

　外来医療計画策定に係るスケジュール

・外来医療に係る医療提供体制の確保に関す
るガイドライン発出（Ｈ31.4.2）

・「外来医療に係る医療提供体制の確保に関
するガイドライン」ブロック別説明会（Ｒ元.5.7）

・関係団体、市町村等の意見聴取　パブ
リックコメント実施

・外来医療計画素案作成

・都道府県間の調整を踏まえ、外来医師偏在
指数（患者流出入の調整後）を算出

      　　・外来医療計画素案作成開始
・都道府県向けの外来医療計画策定研修会を
随時実施

令和元年
５月

・都道府県間での患者流出入の調整を実
施

・外来医療計画策定の知事決裁

協議の場
（地域医療構想調整会議）

時期 県医療審議会 国

外来医療の医療計画の策定及び実現に必要と

考えられる情報（データ）

３月 第２回医療審議会

（外来医療計画案を諮問・答申）

１０月 第１回医療審議会

（中間報告）

２月

外来医療計画案に関係団体、市町村の意見、

パブリックコメント等の意見を反映させ、外来

医療計画案を作成

７月～８月下旬（県内６構想区域）

地域医療構想調整会議

（外来医療計画概要、外来医師偏

在指標関係データ）

１月～２月中旬（県内６構想区域）

地域医療構想調整会議

（外来医療計画素案協議）
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